
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023/11/6 動画マニュアル視聴用 

インボイス制度改正対応版 説明会資料 

e-PAP財務会計システム 
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顧問先情報 ２ 
 章 

事前登録処理 
 

第 

３ 

 

 章 

第 

４ 
 章 

第 

仕訳入力・インボイス制度開始以降の確認事項 
 

・・・・７ 

・・・・９ 

・２５ 

※本書の画面で使用されているデータは架空のデータです。 

※本書は、ヘルプ「税制改正・機能強化内容」より抜粋して作成しています。 

 

 

５ 
 章 

第 

・・・３１ 仕訳入力・月次処理 
 



 

  

 

 

２-１ 適格請求書発行事業者登録番号の入力・確認 

①適格請求書発行事業者登録番号 

インボイス制度の開始に伴い、適格請求書発行事業者の登録申請をおこない、適格請求書発行事業者

として登録された際に発行された登録番号を入力してください。 

登録番号は、『適格請求書発行事業者の登録通知書』で確認できます。 

通知書は、【電子申告システムメニュー】の画面右下の「受付システム（ｅ－Ｔａｘホームページ）

通知書等一覧へ」をクリックし、顧問先の利用者識別番号でログインすると確認できます。 

 

 

トップメニュー内『12．顧問先情報』⇒『01．顧問先基本情報』 

【顧問先・代表者】【顧問先・納税者】 

・顧問先が“法人”の場合 
法人番号を入力している場合、適格請求書発行事業者登録番号は法人番号の先頭に“Ｔ”がついた

番号のため、［引用≫］を選択すると、番号が表示されます。 

法人番号を入力していない場合は、「適格請求書発行事業者登録番号」が入力項目（入力欄が白色）

になります。法人番号を入力または、通知書の登録番号を入力してください。 

【顧問先・代表者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・顧問先が“個人”の場合 
通知書に記載されている登録番号を入力してください。 

【顧問先・納税者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

顧問先情報  
第 

章 
２ 
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【適格請求書発行事業者前】 
事業年度の途中で変更できない項目は、設定を
変更できません。 

 

②消費税の設定 

【消費税】に『適格請求書発行事業者情報』欄を追加しました。 

【顧問先・代表者】で入力した「適格請求書発行事業者登録番号」が表示されます。 

・【Ｖｅｒ.Ｒ０５.１】セットアップ前に「適格請求書発行事業者登録番号」を入力した場合は、「開

始年月日」に令和５年１０月１日が入力されます。 

・【Ｖｅｒ.Ｒ０５.１】セットアップ後に「適格請求書発行事業者登録番号」を入力した場合は、「開

始年月日」を入力してください。 

事業年度に適格請求書発行事業者の登録開始年月日（『適格請求書発行事業者情報』欄の「開始年月

日」）が含まれる場合は、【適格請求書発行事業者前】【適格請求書発行事業者後】が設定できます。

それぞれで設定してください。 

例）事業年度：令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

令和５年９月３０日までは免税事業者、１０月１日から課税業者(本則課税)に変更になった場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

追加しました。 

『e-PAP 財務会計』【01.事前登録処理】→[消費税処理設
定]と相互連動しています。 

『e-PAP 財務会計』のみで設定する項目もあります。 
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事業年度に適格請求書発行事業者の登録開始年月日（『顧問先基本情報』【消費税】の『適格請求書

発行事業者情報』欄の「開始年月日」）が含まれる場合は、【システムメニュー】から［01.財務会計］

を選択すると、最初の１回のみ、メッセージが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ＯＫ］を選択すると、【財務会計システムメニュー】が表示されます。 

グループメニュー内『01．事前登録処理』⇒『31．基本情報登録・訂正』の設定をおこなってくだ

さい。（次ページ参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

事前登録処理 ３ 
第 

章 
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インボイス 
期中：免税 課税 

３-１ 『31. 基本情報登録・訂正』  

事業年度に『顧問先基本情報』【消費税】の『適格請求書発行事業者情報』欄の「開始年月日」が含

まれる場合は、グループメニュー内『01．事前登録処理』⇒『31．基本情報登録・訂正』で、【適格

請求書発行事業者前】【適格請求書発行事業者後】の設定がおこなえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【適格請求書発行事業者前】…事業年度の途中で変更できない項目は、設定を変更できません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①… 

 

 

 

②… 

 

 

 

 

 

 

③… 

 

④… 

本則課税の場合 

期中から適格請求書発行事業者になる場合は、期

末の帳表出力や消費税申告書の作成時に、免税事

業者の消費税計算処理を「しない」に設定してく

ださい。 
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① 年一括計算方法 ＜追加項目＞ 

 

 

 

 

 

 

「計算方法」を追加しました。税込の仕訳伝票の消費税額の計算方法を選択します。 

「②消費税の算出方法」で“積上計算方式”または“売上：割戻計算方式、仕入：積上計算方式”

を選択する場合は、“積上計算”を選択してください。 

※【Ｖｅｒ.Ｒ０５.１】より前のバージョンでは、“割戻計算”の対応でした。 

割戻計算・・・税込仕訳の税込金額を合計して計算 

積上計算・・・税込仕訳の消費税額を合計して計算 

②消費税の算出方法 

 

 

 

 

インボイス制度における仕入税額の計算方法に従って、選択項目を見直しました。 

【適格請求書発行事業者後】は、「消費税の算出方法」で「売上：積上計算方式、仕入：割戻方式」

を選択できないため、選択項目に表示されません。 

※【適格請求書発行事業者前】で「売上：積上計算方式、仕入：割戻計算方式」を選択していた

場合は、“積上計算方式”が選択されます。必要に応じて、設定を変更してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ～参考～  

 
消費税インボイス制度直前準備ガイド P.40 

Ｐｏｉｎｔ 
03.消費税管理処理メニューに関係する

設定です。 

 

Ｐｏｉｎｔ 
自動振替と年一括振替の場合の計算方法

は元帳、試算表、決算書出力に関係する

設定です。 

 

 

-11-



 

③適格請求書等保存方式－仕入税額控除の経過措置の設定 ＜追加項目＞ 

 

 

 

 

・「経過措置の終了後も値引・返品等で使用する」 

経過措置８０％期間の課税仕入を５０％期間に返品等をおこなう場合や、５０％期間の課税仕

入を経過措置期限後に返品等をおこなう場合など、期間外の経過措置の請求区分を使用する場

合に選択します。 

・「経過措置の税額を期末振替する請求区分を使用する」 

仕訳起票時に経過措置８０％または５０％の税額とせず、１００％の税額で起票し、期末に２０％

または５０％分を損失計上等の仕訳で調整する方法をおこなう場合に選択します。 

選択すると、『仕訳伝票入力』時に“８０控除対象（期末）”の入力がおこなえます。 

（ｐ．２９ 参照） 

 

④税抜仕訳の入力方法 ＜追加項目＞ 

 

 

 

税抜の仕訳伝票を入力する際、税抜の仕訳伝票と別に消費税額の仕訳伝票を入力するか、税抜の

仕訳伝票で消費税額を計算するかを選択してください。 

※【Ｖｅｒ.Ｒ０５.１】より前のバージョンでは、“税額を別仕訳で入力”の対応でした。 

【Ｖｅｒ.Ｒ０５.１】で、“税額仕訳入力を省略”の機能が追加されました。 

・「税額を別仕訳で入力」 

消費税の仕訳伝票を別仕訳で入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※免税業者からの課税仕入に係る経過措置に対応する仕訳については「入力区分」が“税込み”

“税抜き”どちらの場合も消費税仕訳伝票の入力は不要です。（ｐ.２８参照） 
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・「税額仕訳入力を省略」 

消費税額が自動計算されますが訂正できます。（入力欄は、入力項目（白色）になります。） 

適格請求書等に記載された消費税額と異なる場合など、必要に応じて、訂正してください。 

 

 

 

 

 

『31．仕訳伝票入力・訂正』では、仮払消費税等の仕訳伝票は入力していませんが、『仕訳日

記帳』等を出力すると確認できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～こんな時にはこんな処理～ 

Ｑ．「適格請求書発行事業者前」の設定を変更したいのですが？ 

Ａ．顧問先基本情報で登録した適格請求書発行事業者登録番号を一旦削除してから消費税の設定を 

訂正してください。 訂正後再度削除した適格請求書発行事業者登録番号を入力してください。 

 ※個人の場合は、番号が不明にならないよう一旦メモを取ってから実施ください。 

 
                     Delete 又は BackSpace 

 
伝票枚数は、“2 枚”と出力
されます。 

● “税額仕訳入力を省略”の場合は、『仕訳伝票入力』時に「入力区分」を 

“税込”から“税抜”に変換できます。［ＳＦ１０：税込入力税抜変換］ ● 
 

［ＳＦ１０：税込入力税抜変換］を選択すると、画面右下に【税

込入力税抜変換】と表示され、仕訳伝票入力後、［確認］を選択

すると、“税込”で入力した仕訳伝票を、“税抜”の仕訳伝票に

変換できます。 

詳しくは、ヘルプをご覧ください。 

※この機能は、新規伝票の入力時のみ使用できます。 

※グループメニュー内『01．事前登録処理』⇒『31．基本情報登録・訂正』【消費税処理設定】

の「入力方式」で“税込み方式”を選択している場合は使用できません。 
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参考：消費税管理処理メニュー 
 

 ～メニュー表記＆入力選択ツリーの違い～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

簡易課税の場合 

財務 Ver.R05.2（2 次版）対応予定内容です。 

免税事業者の場合 

インボイス 
期中：免税 課税 

免税で消費税計算をおこなわない場合は
グループメニュー『03.消費税管理処理』
が選択できません。 
 
『01.事前登録処理』より『71.消費税検討
情報入力』がおこなえます。 

適格請求書発行事業者の場合は、『03 消費
税管理処理』の選択が可能です。 

 

インボイス 
期中：免税 課税 

「２割特例を選択する場合」 
消費税申告書(一般用)第１表・第２表、付表６ 
消費税申告書(簡易課税用)第１表・第２表、付表６ 

本則課税の場合 
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３－２ 請求書等有無区分の管理例 
 

仕訳伝票入力において「適格請求書発行事業者からの課税仕入れ」 「適格請求書発行事業者以外か

らの課税仕入れ」を区分できるように、令和 5年 10 月以降の仕訳入力をおこなう場合の「請求書等有

無区分」を変更し、「請求書等有無区分」に従って仕入税額控除の計算をおこないます。 

勘定科目、補助科目、摘要に「請求書等有無区分」を登録していただくと、仕訳に自動入力されます。

毎回「請求書等有無区分」を変更する必要がなくなり、便利です。 

 

 

３-２-１ 勘定科目を使用して区分する場合 『32.勘定科目情報登録・訂正』 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 標準税率 

 “自動設定”を選択すると、『仕訳伝票入力・訂正』で入力した「月日」を基に、税率を自動判断

して仕訳伝票を入力できます。 

勘定科目の税率情報を設定しておくと、取引ごとに税率が設定されます。 

 

② 請求区分（請求書等有無区分） 

    「適格請求書発行事業者からの課税仕入」の場合は“１：あり”を選択します。（初期値） 

「適格請求書発行事業者以外からの課税仕入」の場合は“４：控除”を選択します。 
 

“３：特例”を選択すると、「帳簿のみ保存の特例」が選択できます。（３－２－２参照） 

 

 

 

③ 課税区分 

 その勘定科目が消費税において、どのような取引に使用されるかを選択できます。 

 ※８１１：商品売上→課税売上 ８１３：売上→非課税売上 
 

補助科目に課税区分を設定する場合は課税区分を「９９」に設定します。 

本則課税の場合 

※※勘定科目を使用して区分する場合の運用※※ 
 
・総勘定元帳、試算表、決算書などの財務諸表では科目ごとに分かれて出力されます。決算書

では 1 つの仕入科目として出力したい場合は、別途設定が必要となります。（財務会計システ

ムメニューの『13 特別処理』→「61 詳細出力設定登録・訂正」にて設定します。） 

・消費税計算内訳表は科目ごとに集計されます。 
 

① 

     （変更前） 

③ ② 

インボイス 
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３-２-２ 補助科目を使用して区分する場合 『33.補助科目情報登録・訂正』 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 請求区分（請求書等有無区分） 

 「適格請求書発行事業者からの課税仕入」の場合は“１：あり”又は“２：以外”を選択します。 

「適格請求書発行事業者以外からの課税仕入」の場合は“４：控除”を選択します。 

「帳簿のみ保存の特例」の場合は“３：特例”を選択します。 

分類が不明の場合は“９：不明”を選択します。（あとから検索が可能です。） 
 

②  帳簿のみ保存の特例 

 「請求区分（請求書等有無区分）」で“３：特例”を選択した場合に入力することが可能です。 

 対象となる特例名称をガイドから選択してください。 
 

③ 空白の補助を使用しますか 

 今まで補助科目を使用していなかった場合は“使用する”に設定してください。仕訳入力時に未分

類で登録されていたものは“補助コード指定なし”に集計されます。 

※※補助科目を使用して区分する場合の運用※※ 
 
・仕訳伝票入力時に必ず補助コード欄にカーソルが止まります。補助コードを入力することで

「請求書等有無区分」の入力漏れが防げます。また、補助集計表や補助元帳を出力すること

により、補助科目ごとの金額を集計することができます。 

・仕訳伝票入力時に必ず補助コードを入力することになりますので、今まで仕入科目に補助科

目を使用していなかった場合は、入力する項目が 1 つ増えることになります。 

・顧問先経理とデータのやり取り（出力・取込）をおこなっている場合は、顧問先経理側でも

同じように補助科目を登録する必要があります。会計事務所側で補助科目を登録した場合は、

マスタを送信して顧問先経理側で取込することで、顧問先経理にも補助科目が登録された状

態になります。 

・マスタには補助科目以外にも勘定科目、摘要などの情報も含まれますので、顧問先経理側で

取込しても問題ないか事前に確認してください。 

 

本則課税の場合 

① 

     （変更前） 

② 

 

③ 

インボイス 
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補助科目を一括で登録する（F３：補助一括登録） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

③≪使用勘定科目一覧≫ 
≪補助科目≫に表示されている補

助科目を登録する勘定科目を選択

してください。 

④［F10：開始］を押してください。

一括登録処理が開始されます。 

＜操作説明＞ 

 ①他の科目に登録したい補助を選択します。（コード欄の左側をドラッグで範囲選択できます） 

すでに登録している補助科目を使用して、各勘定科目に補助科目をまとめて登録できます。 
 

②［F３：補助一括登録］を選択します。 

≪補助科目≫ 

【補助科目情報登

録】画面で選択し

た補助科目がすべ

て表示されます。 

 

⑤補助ごとに必要に応じて各区分の訂正をおこないます。 

 注意  
すでに補助科目を登録している勘定科目で、≪補助科目≫に表示されている補助コードと同じコー

ドが登録されている場合、一括登録をおこなうと名称や区分が上書きされます。  

 

 

 

 

-17-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｐｏｉｎｔ 
補助科目に課税区分を設定する場合（軽減税率など）は、主勘定の課税区分を「99：混在」に

設定します。 

『32.勘定科目情報登録・訂正』で課税区分を変更できます。 

       

 

・・・主勘定の課税区分が「99：混在」の場合、仕訳入力の際に「課税区分欄」にカーソルが

止まります。 

 

 

「補助集計表」 

 

グループメニュー【04.補助管理処理】の『51.補助集計表出力』で、補助を設定済の勘定科目

や補助コードの内容を確認することができます。 
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３-２-３ 簡易課税の場合  
 
『32.勘定科目情報登録・訂正』 

 
課税区分・・・事業分類をする場合、課税区分欄にカーソルを合わせると、11～16、21～26 で業種の

選択がおこなえます。科目ごとに業種を指定しておくと、仕訳入力時に自動で分類がおこなえます。 

 

 

 

 

 

 

 

   例：811 商品売上→第二種事業  

 

 

 

 

『33.補助科目情報登録・訂正』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

簡易課税の場合 

仕訳入力時に 811 を入力することによ
り、課税区分が「12：課税売上（第２種
事業）」に自動的に変わります。 

補助科目の課税区分 ・・・・事業分類を補助科目を使用して設定することができます。 

仕訳入力中に接待交際費などの費用科目を入力すると、課税区分欄にカーソルが止まるのですが、

止めずに入力をする方法はありますか？ 
Ｑ

Ａ e-PAP 財務会計システムメニュー『01 事前登録処理』→『32 勘定科目情報登録・訂正』で該当する

科目の課税区分を「99：混在」から「40：課税仕入」等に変更するとカーソルが止まらなくなります。 

◎e-PAP ユーザーラウンジ よくある質問～財務・経理～

主勘定の課税区分が“９９：混在”の場合に補助

科目に課税区分の設定がおこなえます。 

 

-19-



 

３-２-４ 摘要を使用して区分する場合『34.摘要登録・訂正』 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本則課税の場合 

 

※ 消費税区分は摘要に設

定しなくても仕訳入力

でガイドから選択する

ことでも入力可能です。 

 

① 摘要課税区分・税率区分   

摘要の語句を使って、課税・不課税の分類や、軽減８％・１０％の分類をすることが可能です。 

① 

※※連想摘要を使用して区分する場合の運用※※ 
 
・補助科目で分類しなくても「請求書等有無区分」の設定を仕訳に反映することができます。 

連想摘要で区分していて「帳簿のみ保存の特例」を指定して仕訳を確認する場合は仕訳連続

検索が可能です。 

・日記帳画面、元帳画面の指示では「帳簿のみ保存の特例」の指定がありません。 
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連想摘要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜摘要登録機能と利用例＞  

 内容 

連想摘要 

勘定科目コードに対して摘要を複数登録できます。 

登録 
①科目「接待交際費」に【香典】(課税区分0)を登録する。 
②科目「旅費交通費」に帳簿のみ保存の特例区分を登録する 
③科目「仕入高（摘要）」に【Ａ社（適格）】（請求1あり） 
               【Ｂ社（不明）】（請求9不明） 
               【Ｃ社（免税）】（請求4控除） 
              【Ｄ社（特例）】（請求3特例） をそれぞれ登録する。 

コード摘要 

３桁のコード（000～999）に摘要を各一つ登録できます。 

登録 
④コード「021」に【Ａ社（適格）】（請求1あり） 
コード「022」に【Ｂ社（不明）】（請求9不明） 
コード「023」に【Ｃ社（免税）】（請求4控除） 
コード「024」に【Ｄ社（特例）】（請求3特例） をそれぞれ登録する。 

キー摘要 

任意のキーワードを作成し、そのキーワードに摘要を複数登録します。 

登録 
⑤キーワード「シイレ」を新規作成し、 
【Ａ社（適格）】（請求1あり） 
【Ｂ社（不明）】（請求9不明） 
【Ｃ社（免税）】（請求4控除） 
【Ｄ社（特例）】（請求3特例）を登録する。 
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コード摘要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キー摘要 
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３－３ 消費税課税区分ガイド表示設定 
 

『35. 消費税課税区分ガイド表示設定』を選択してください。 
課税区分のガイド項目の表示設定と表示順序を設定します。仕訳伝票入力時に「課税区分」ガイドに表示さ
れる項目はここで設定します。仕訳入力画面からも設定がおこなえます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜表示順序を変更の仕方＞ 
●区分名を選択し、矢印キーで変更
したい位置へ移動できます。 
●区分名を選択し、F２：上移動、
F３：下移動キーを押し続けること
でも移動可能です。 

仕訳伝票入力画面の「課税区分」ガイドに反映されます。 

“表示しない”を選択
すると、グレーになり、
仕訳伝票入力時に非表
示になります。 

それぞれの項目で“表示しない”

を選択した場合に、グレーで表示

される課税区分につきましては、

ヘルプで説明しています。 

「輸出関連の課税区分の表示」 
「輸入関連の課税区分の表示」 
「特定課税仕入（リバースチャージ）、消費者
向け国外電気通信役務関連の課税区分の表示」 
「棚卸資産の調整関連の課税区分の表示」のす
べてで“表示しない”を選択した場合 
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３－４ 確認マーク登録・訂正 
 

『40.確認マーク登録・訂正』を選択してください。仕訳伝票入力の「確マーク」で使用するマークを登録

します。 

顧問先ごとに登録できます。運用に応じて、自由に登録してください。仕訳伝票を検索する時に、検索条

件として指定できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【画面表示】-【日記帳画面表示指示】 

仕訳伝票入力で選択をすると、日記帳画面等で確認マークを指定して検索することが可能です。 

例：「イ：インボイス」「適：適格請求書発行事業者」 

  等の略語を登録 
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令和５年１０月以降の仕訳入力に際して、確認事項をまとめています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 仕訳入力欄 

９月の仕訳入力画面もインボイス対応状態になります。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

② 適格請求書等の有無、帳簿保存の特例等の入力 

「請求書等有無区分」で、適格請求書等に関連する登録をおこないます。 

仕訳伝票の日付が“令和５年１０月１日以降”の場合は、プログラムで判断し、「請求書等有無区分」

の入力ガイドがかわります。 

 

 

 

 

 

 

②  

9 月 

10 月 

9/30 以前 10/1 以降 

② 

「3.帳簿のみ保存の特例」を選択
した場合に“摘要”で「入力ガ
イド」が表示されます。 

 

② 

①  

③ 

４ 
第 

章 
仕訳入力・インボイス制度開始以降の確認事項 
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③  期中で免税事業者→課税事業者に変更になる場合 

Ａ．令和５年９月分まで消費税計算がされていない
．．．

ことを確認してください。 

Ｂ. 仕訳入力画面右上の「消費税課税区分、入力方式」は、適格請求書発行事業者後の設定内容が

表示されます。 

 

 

 

 

 

   （消費税計算されている場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐｏｉｎｔ 
免税事業者は、期末時点の元帳や日記帳、試算表や決算書など免税期間の消費税額が計上

された状態の帳表を保存帳表にすることはできません。 

期中から適格請求書発行事業者になる場合は、期末の帳表出力や消費税申告書の作成時

に、「31.基本情報登録・訂正」【消費税処理設定】で消費税計算処理を「しない」に設定し

てください 

 

免税事業者で消費税を計算していた場合 

「31.基本情報登録・訂正」【消費税処理設定】で「しない」に変更してください。 
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「入力区分」が“税込”の場合、「消費税額」を訂正できます。 

「消費税額」の入力欄の左に赤ペン         が表示されている場合に、訂正できます。 

 

例）「請求書等に記載された消費税額（226 円）」と「自動計算された消費税額（225 円）」が

異なるため、請求書等にあわせて“226 円”に訂正します。 

＜訂正方法＞ 

 「消費税額（225 円）」で、［Ｓｐａｃｅ（スペース）］キーを選択します。 

 訂正したい金額（226 円）を入力します。（入力欄が緑色になります。） 

 ［確認］を選択して仕訳伝票を登録します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

④ 適格請求書がある場合の入力 

適格請求書がある場合は、「請求書等有無区分」で“1：適格請求書

あり（あり）”を選択します。 

適格請求書に従って、１０％対象と８％対象を別々に入力します。 

「請求書等に記載された消費税額」と「自動計算された消費税額」

が端数処理の関係で異なる場合は、請求書等にあわせて消費税額を

訂正します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［Ｆ４：電卓］を選択すると、電卓機能が利用できます。 

…８％対象 

 

 

 

…10％対象 

 

 

例 算出消費税額(端数)を電卓で計算して確認する方法 
① 税抜金額（3,045）を入力し、[*]キー（×）を押します。 
② 税率（8）を入力し[/]キー（÷）を押します。 
③ （108）を入力し[Enter]を押します。 『255.55555～』 
④ 算出消費税額が金額欄に表示されます。 
※小数点以下の数値は円未満切捨で金額欄に表示されます。 
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⑤「免税事業者からの課税仕入れに係る経過措置」を適用する場合の入力 

【仕訳入力時に「税抜本体金額」「消費税額」を確認する方法】 

「金額」は、「入力区分」にかかわらず、税込金額（支払総額）で入力します。 

「請求書等有無区分」で“4：80％控除対象（80控）”を選択します。 

「金額」が２段に分かれ、下段に税抜本体金額が表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ商店（免税業者）からの仕入の場合 

「金額」には、“11,000(税込金額)”を入力します。 

「消費税額」には、“800（「1,000(税抜金額)」×80％）”が表示されます。 

「税抜本体金額（金額下段）」には、“10,200（「11,000(税込金額)」‐「800(消費税額)」）が表示さ

れます。 

 

税込入力 

 

 

 

 

 

 

 

※「入力区分」が“1.税抜”の場合でも、税額仕訳伝票の入力は不要です。 

【消費税処理設定】の「税抜仕訳の入力方法」が“税額を別仕訳で入力”の場合も、税額仕訳伝

票の入力は不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税抜本体金額 

「８０控」の元帳プレビュー 

 税込入力 

Ｐｏｉｎｔ   「８０控」と「控８０」の区別 

「８０控」（区分「４」）・・・起票時に８０％を反映するため、控除の前に８０と表現 

「控８０」（区分「５」）・・・期末に８０％を反映するため、控除の後ろに８０と表現 
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【経過措置の税額を期末に振替する方法】 
 

事前準備 

『01 事前登録処理』→「31 基本情報登録・訂正」【消費税処理設定】 

 “経過措置の税額を期末振替する請求区分を使用する”

を選択している場合 

 

「請求書等有無区分」に“5：80％控除対象（期末）(控 80)”が表示され

ます。“5：80％控除対象（期末）(控 80)”を選択して、仕訳伝票を入力

した場合は、期末に振替処理が必要です。 

 

 

 

 

 

 

＜１３月＞･･･振替処理 

 メニューバー「その他機能」⇒「経過措置 期末残高確認」を選択してください。 

 

 

 

 【経過措置 期末残高確認】が表示され、「請求書等有無区分」が“5：80％控除対象（期末）(控

80)”の仕訳伝票の期末金額（振替額）が確認できます。 

 

 

 

 

   を基に振替をおこなう仕訳伝票を入力します。次のように入力します。 

Ａ.「消費税の算出方法 仕入」が“積上計算方式”の場合 

「請求書等有無区分」で“5：80％控除対象（期末）(控 80)”を選択し、金額等を入力します。 

 

 

 

 

Ｂ．「消費税の算出方法 仕入」が“割戻計算方式”の場合 

「課税区分」で“80 消費税精算”を選択し、金額等を入力します。 

 

 

 

 

※ のＡの仕訳伝票を入力後、【経過措置 期末残高確認】を表示すると、振替をおこなう仕訳伝票

も集計に含まれます。（「貸方 消費税額」に 2,000 円が集計され、「振替額 合計」が変わります。） 

仕訳伝票の追加や訂正をおこない、金額が変わった場合は、一旦、 のＡの仕訳伝票を削除して

から、【経過措置 期末残高確認】を表示してください。 

 

 

 

 

「請求区分」で“5：80％控除対象（期末）(控 80)”を選択した
場合は、「税抜本体金額（金額下段）」は表示されません。 

 

※画面の印刷または金

額のメモをお願いし

ます。 
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◆ インボイスの保存がなくてもよい少額取引（１万円未満）の入力 

 

「請求書等有無区分」は、““1：適格請求書あり（あり）”［初期値］を選択して、入力します。 

（“0：請求書なし（なし））”での入力も可能です。） 

 

 

 

 

 

◆１万円未満の返品や値引きの場合や返還インボイスが不要の場合の入力 

「請求書等有無区分」は、“0：請求書なし（なし）”を選択して、入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

◆売り手が負担する振込み手数料等の入力 

「課税区分」で、“20：対価の返還(課税売上)”～“26：対価の返還(第６種事業売上)”を選択でき

るようになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※『ｅ-ＰＡＰユーザーラウンジ』で、詳しい入力方法を掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支払手数料（販売費一般管理費）、支払手数料（製造原価 経費）
の場合に、“20”～“26”が選択できるようになりました。 
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５－１ 消費税区分（請求書等有無区分他）の管理例 

 

【適格請求書発行事業者からの仕入】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【勘定科目を使用して区分する場合】 

 

 

 

【勘定科目情報登録・訂正】 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

本則課税の場合 

１０／１ ７１４４（仕入）／１１１（現金） ￥１１０,０００ 

【入力のポイント】 

消費税関係区分は課税・非課税が混在する
科目の場合を除き、その都度入力しなくて
も勘定科目の情報より自動的にセットされ
ます。変更したい場合はカーソルをあわせ
てうちかえてください。 
 
【インボイス入力のポイント】 
請求区分の初期値「あり」が自動的にセッ
トされます。変更したい場合はカーソルを
あわせてうちかえてください。 

① 

５ 
第 

章 
仕訳入力・月次処理 

１０／１ ７１４（仕入）／１１１（現金） ￥１１０，０００ 

 

② 

【インボイス入力のポイント】 

勘定科目情報登録・訂正で、科目コードご
とに税率や請求区分を事前に登録してお
くと、仕訳入力時に自動設定されます。 

 

仕訳伝票の日付が“令和５
年９月３０日以前”の場合 
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【適格請求書発行事業者以外からの仕入（補助科目を使用して区分する場合）】 

 

 

 

 

【補助科目情報登録・訂正】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

摘要入力の強化 

補助科目（コード）を入力すると、自動的に補助名称が「摘要」に自動入力されていましたが、すでに

同じ内容が「摘要」に入力されている場合は、補助科目（コード）を入力しても、「摘要」に自動入力

されないようになりました。 

例）「借方」に補助科目（003：Ｃ社（免税））を入力した場合 

⇒「摘要」に“Ｃ社（免税）”が自動入力されます。 

「貸方」に補助科目（003：Ｃ社（免税））を入力すると、すでに「摘要」に“Ｃ社（免税）”が入

力されているため、補助名称（Ｃ社（免税））は自動入力されません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０／１ ７１２－００３    ／４１３－００３ ￥１，１００，０００   

    （仕入高－C 社（免税）） （買掛金－C 社（免税）） 

 

③ 

【入力のポイント】 

勘定科目ではなく、補助科目情報登録・
訂正で、会社ごとに税率区分等を事前に
登録しておくと、仕訳入力時に自動設定
されます。 
軽減税率と混在する仕訳入力の際に便
利です。 
 
【インボイス入力のポイント】 
補助登録画面で会社ごとに税率・請求区
分を登録しておくとコードごとに自動
で税率等が設定されます。 
免税事業者からの課税仕入の経過措置
（80％控除）が選択できます。 

［Ｅｎｔｅｒ］キー 

（変更前） 
内容が重複する場合がありま
した。 
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【便利機能】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 

【入力のポイント】 

課税区分・税率区分はすべての摘要に登録して

おく必要はありません。自動表示された初期値

と異なる場合のみ登録してください。 

【インボイス入力のポイント】 

接待交際費が混在科目のため課税区分・請求区

分欄にカーソルが止まります。請求区分不明に

設定して進めることもできます。 

 

【入力のポイント】 

接待交際費や地代家賃のように課税・非課税

が混在する科目の場合は、課税区分欄にカー

ソルが止まりますので指定をしてください。 

摘要に税率区分や課税区分をつけて登録し

ておくと意識することなく仕訳を入力する

ことができて便利です。仕訳入力画面からも

摘要登録が可能です。 

１０／１ ７４７（接待交際費）／１１１（現金） ￥３,０００  香典 

※ 摘要登録・訂正画面で登録した「香典」の税率区分・課税区分を確認し、 

連想摘要を選択します。 

１０／１ ７４７（接待交際費）／１１１（現金） ￥１２,０００  請求区分不明 

１０／１ ７４７（接待交際費）／１１１（現金） ￥１２,０００  請求区分不明 
 
※エラーチェック等で使用するため付箋紙や確認マークをつけておくと便利です。 

⑤ 

⑥ 

Ｐｏｉｎｔ 
課税仕入関連の仕訳の場合は、「請求書等有無区分」へカーソルが移動しやすいよう「金額」

で［Ｓｐａｃｅ（スペース）］キーを押すと、「請求書等有無区分」にカーソルが移動します。 

訂正し、[Ｅｎｔｅｒ]キーを押すと、「金額」にカーソルが戻ります。 

 

 
［スペース］キー 
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【帳簿のみ保存の特例への対応】 

 

 

 「請求書等有無区分」で“3：帳簿のみ保存の特例（特例）”を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「摘要」にカーソルが位置づくと、「帳簿のみ保存の特例」の入力ガイドが表示されます。 

“+”を入力後、選択したい特例の番号を入力します。 

[Ｅｎｔｅｒ]キーを押すと、「帳簿のみ保存の特例」に、選択した特例が表示されます。 

例）「摘要」で“+0”を入力し、［Ｅｎｔｅｒ］キーを押すと、「帳簿のみ保存の特例」に“公共

交通機関特例”が表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「摘要」に内容を入力後、“+番号”を入力した場合も、帳簿の

み保存の特例の種類が選択できます。 

 

 

・入力する番号を間違えた場合は、再度、“+番号”を入力します。 

後から入力した「帳簿のみ保存の特例」の内容に変更されます。 

 

 

・「帳簿のみ保存の特例」に表示されている内容を消去したい場合は、「請求書等有無区分」で“3：

帳簿のみ保存の特例”以外を選択します。 

 

 

・「請求書等有無区分」が“3：帳簿のみ保存の特例（特例）”以外の時に、「摘要」で“+”を入力

して［Ｅｎｔｅｒ］キーを押すと、入力ガイドに帳簿のみ保存の特例のガイドが表示されます。

“+0”を入力すると、「請求書等有無区分」が“特例”に変更されます。 

 

⑦ １０／１ ７３７（旅費交通費）／１１１（現金） ￥２０,０００  JR 

公共交通機関特例 

 

［Ｅｎｔｅｒ］キー 

［Ｅｎｔｅｒ］キー 

［Ｅｎｔｅｒ］キー 

［Ｅｎｔｅｒ］キー 

［Ｅｎｔｅｒ］キー 

【インボイス入力のポイント】 

「請求書等有無区分」で“3：帳簿のみ保存の特
例（特例）”を選択後、特例の種類を選択します。 
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【連想摘要で区分する場合】 

 

 

  「連想摘要」のガイドを選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  帳簿のみ保存の特例に選択した特例が表示され、「請求書等有無区分」が“特例”に変更されます。 

 

 

 

 

 

［確認］を選択すると、次のメッセージが表示される場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ １０／１  ７３７（旅費交通費）／１１１（現金） ￥６０,０００  出張日当 

出張旅費等特例 

 

● 仕訳入力画面からの[Ｆ７：摘要登録] ● 

 

連想摘要登録・訂正であらかじめ「請求区分」に“3：特例”、 

「帳簿のみ保存の特例」で各区分を選択しておくと・・・ 

次の両方に該当する場合に表示されます。 

・「帳簿のみ保存の特例」が“公共交通機関

特例”または“自動販売機特例”の場合 

・税込金額が“30,000 円”以上の場合 

請求区分、帳簿のみ保存の特例

区分もあわせて登録がおこなえ

ます。 
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【コード摘要で区分する場合】 

 

 

 

 

 

 

  「摘要」欄で“000” ［Ｅｎｔｅｒ］キーを押し、コード摘要のガイドを呼び出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ガイドから選択すると、「帳簿のみ保存の特例」と「請求」区分に登録済の区分が設定されます。 

 

 

 

 

 

  摘要語句は必要に応じてうちかえてください。 

 

 

 

 

 

  コード摘要の番号を直接入力しても設定されます。 

 

 

 

⑨ １０／１ ７５７（会議費）／１１１（現金） ￥５００   お茶代 千代田区 

【軽 8％】                 自動販売機特例 

１０／１  ７５７（会議費）／１１１（現金）￥１,０００   入場料 

  回収特例 

摘要登録・訂正の【コード摘要】で「請求区分」に“3：特例”、「帳簿のみ保存の

特例」で各区分を選択しておくと・・・（３－２－４ 摘要登録・訂正参照） 

 

 

【自動販売機特例】の場合は、 

摘要に購入場所を記載するルールがあります 
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５－２ 簡易課税の仕訳入力例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０／１ １１１（現金）／８１１（商品売上） ￥１，０００,０００ 

課税区分 「１２」 第２種事業売上 

 

１０／１ １１１（現金）／８１２（商品売上） ￥１，０００,０００ 

課税区分 「１５」 第５種事業売上 

 
【入力のポイント】 

『31.基本情報登録・訂正』で「簡易課税を選択し、“事業

分類する“を選択している場合は、事業分類の課税区分の

入力が可能です。 
 
<科目の事業区分を登録する場合> 

※ メリット・・・摘要を入力し、すぐに次の仕訳入力に

すすむことができます。 

※ デメリット・・・同じ科目で複数の事業を管理するこ

とができません。 
 
『32.勘定科目情報登録・訂正』で課税区分を設定済の場合、

科目コードを選択するだけで事業区分が自動で入ります。 

 

① 

② 

１０／１ ８１６（売上値引戻り高）／１３２（売掛金） ￥２１０,０００ 

課税区分 「２２」 第２種事業返品 

 

③ 

【入力のポイント】 

売上のコードは複数ありますが、売上値引き戻り高は１

科目しかありません。事業分類をおこなう場合は、補助

コード毎に分類するか、仕訳ごとに課税区分で分類して

ください。 
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５－３ 画面表示と会計チェック 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【元帳画面】 

【日記帳画面】 

    検索結果画面の左上の戻るボタン又は F６：戻るで再度検索指示画面に戻り、

つづけて別の検索をおこなうことができます。 

＜画面表示＞ 
 

クリックすると『仕訳伝票
入力欄』に該当する仕訳が
表示され、訂正できます。 
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『色分表示指示』 
次回以降も同じ色分条件で、仕訳伝票をチェックし
たい場合は、［Ｆ６：色分表示指示保存］を選択す
ると、保存されます。 
顧問先単位で保存されます。 
「課税区分」は初期値として、”34:非課税売上”が
設定されます。 

『軽減税率取引仕訳 色分表示指示』 
軽減税率対象の取引の仕訳伝票を『色分表示指示』
とは別の背景色にしてチェックしたい場合に設定
します。 
［Ｆ１０：ＯＫ］を選択すると、設定した内容が
保存されます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 特例の仕訳伝票の確認方法 ● 

元帳画面表示指示や帳表出力指示など、仕訳伝票検索指示で税込み金額や特例の種類

が指定できます。 

・「税込み金額の仕訳伝票」で３万円未満や、３万円以上を選択して検索します。 

・『仕訳連続検索』では、特例の種類を選択して検索がおこなえます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

≪日記帳画面の使用例≫ 

軽減税率の仕入仕訳を色分けで表示してみましょう。 

 

日記帳訂正画面を表示すると、軽減税率８％の仕訳がオレンジ色(初期値)で表示されます。 

請求区分で 3：特例や 9：不明を使用した仕訳の

検索ができます。 
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【仕訳連続検索（Ctrl+Ｆ）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【仕訳連続検索指示】で［確認］を選択すると、画面の右下に赤字で“【連続検索中】”と表示され、

検索条件に該当した仕訳伝票が『仕訳伝票入力欄』に表示されます。仕訳伝票の訂正や追加・削除

も可能です。 

次の仕訳伝票を検索する場合は、［Ｆ９：次を検索］を選択します。 

仕訳連続検索を終了する場合は、［Ｆ１２：連続検索終了］を選択します。通常の【仕訳伝票入力】

に戻ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

選択項目を変更しました。 

（変更前） 
追加しました。 

『仕訳伝票入力欄』 
［Ｆ８：前を検索］また
は［Ｆ９：次を検索］を
選択すると、検索条件に
該当する仕訳伝票が表
示されます。 

仕訳連続検索中は、“【連続検索中】”と表示され
ます。 
検索された仕訳伝票の先頭行で［Ｆ８：前を検索］
を選択した場合は、『仕訳伝票入力欄』に最終仕
訳伝票を表示し、次のように表示されます。 
 

 
検索された仕訳伝票の最終行で［Ｆ９：次を検索］
を選択した場合は、『仕訳伝票入力欄』に先頭仕
訳伝票を表示し、次のように表示されます。 

［ＳＦ６：項目固定］ 
仕訳伝票を連続検索し
ながら、金額や補助コー
ドなど、１つの項目だけ
を訂正することができ
ます。 

［Ｓｈｉｆｔ］キー 
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≪合計残高試算表チェック からの一括置換の使用例と注意≫ 

［SＦ５：一括置換］を選択します。 

712-002 →712-005 

Ｂ社（不明） →Ｅ社 (適格) 

“００２Ｂ社（不明）”で入力している７１２（仕入高）の
補助を“００５Ｅ社（適格）”に変更し、摘要語句を「Ｂ社
（不明）」 から「Ｅ社（適格）」へ変更してみましょう。 

ダブルクリック 

～注意～ 

一括置換では下図のように制限があ
ります。 
請求区分の変更も一括置換画面では
できません。 
仕訳入力画面で訂正してください。 

 

補助を使用している科目は  

が表示されます。 

をクリックすると補助

毎の残高が確認できます。 

 

・ドリルダウンできる項目 ：    

・ドリルダウンできない項目： 

＜会計チェック＞ 
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≪仕訳エラーチェックの使用例≫ 

 

事務所で毎月確認している検索パターンを登録し、チェックを簡単におこなえます。 

［設定］を選択し、検索パターンを登録しておきます。 

 

実行欄にチェックが入っている状態で[F10:開始]を選択すると検索がおこなわれます。 
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画面表示とプレビューの違い 

■80％控除で入力している場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出力すると・・・「消費税区分等」に“控”、「貸方」等に“８０％控除対象”が出力されます。 

「金額」欄の下段に、消費税額が出力されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※『仕訳チェックリスト』『振替伝票』等、他の帳表も同様に出力されます。 

 

 

 

 

 

● 制限事項 ● 

グループメニュー内『02．仕訳入力・月次処理』⇒『51．仕訳日記帳出力』『52．総勘定元

帳出力』で、「出力方法」で“ＣＳＶ”を選択した場合は、次の項目が出力されません。 

・「免税業者からの課税仕入れに係る経過措置」を適用している場合の“８０％控除対象”

の文字 

・消費税額 
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■帳簿のみ保存の特例の入力の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出力すると・・・消費税区分等」に“特”、「摘要」等に特例の種類が出力されます。 

「金額」欄の下段に、消費税額が出力されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※『仕訳チェックリスト』『振替伝票』等、他の帳表も同様に出力されます。 

 

 

 

 

● 制限事項 ● 

グループメニュー内『02．仕訳入力・月次処理』⇒『51．仕訳日記帳出力』『52．総勘定元帳出力』

で、「出力方法」で“ＣＳＶ”を選択した場合は、次の項目が出力されません。 

・帳簿のみ保存の特例の種類（出張旅費等特例など） 

・消費税額 
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